
港湾におけるXML/EDIを用いた物流システム改善

Ⅰ　はじめに

港湾物流会社は、優れた情報処理能力を持つべきで

あるとの要求から、昭和６３年に港湾職業能力開発短

期大学校横浜校（以下「港湾短大」という）を開設し

たとき、特徴の一つに、本格的な情報処理教育が、カ

リキュラムの主要な柱となった。そこで、港湾短大で

は開設のころから、EDIで物流改善できる人材育成を

目的に取り組んできた。とくに近年、XMLをEDIに応

用した電子商取引が、物流業界を中心に普及するよう

になった。ところが、単に流通システムのスピード化

や効率化だけでなく、港湾の業務全体を見直すような、

さまざまな問題を含んでいる。

そこで、港湾短大用教材としてXML/EDIの基本的な

考え方、港湾業界での普及などを考察したので報告す

る。

Ⅱ　港湾業者間における情報化の取り組み

昭和61年に船社24社、海貨業者147社、検数業者及

び検量業者の間で、SHIPNETS（Shipping Cargo

Information Network System)が稼動し、平成6年に、

Webブラウザを使ったEDI帳票の送受信から、社内シ

ステムを使ったEDI（インターネットEDI、または

VAN）まで扱うPOLINETになった。昭和63年10月には、

荷主9社と船社10社が、共同でS.C.Net（Shipper／

Carrier Shipping Information Network System）を構

築した。これは、船社と荷主間のB／L（船荷証券）情報

の交換システムであり、当時の電電公社のDRESSシス

テムを使用している。同じ時期に、荷主と海貨業者の

情報化を目指したのが、SFNet（Shipper／Forwarder

Shipping Information Network System）であり、当

時のオンラインリアルタイムシステムDRESSを、使用

している。システムの開発は、荷主8社、海貨業者5社

等の計14社で稼働した。（図１）

図１　港湾業者間における情報化の取り組み
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Ⅲ　港湾業務へXML/EDI 導入の必要性

港湾企業へのインターネットの普及から、業界VAN

の利用や専用線接続よりも、オープンな通信システム

環境（OSIモデルと互換性および協調性があること）

が可能になり、オープンediと呼ばれる概念モデルの要

素のオープンEDI参照モデルが実現した。(図３)

さらにXMLをEDIに利用することにより、人を介在

せずに、コンピュータ同士で業務データを交換し、必

要な帳票データを他のコンピュータから検索すること

などが可能になった。（図４）

この概念は、EDIが開発され始めたころの理想の姿

でもある。

図２　レガシーEDI方式（EDIFACT）

図３　Web EDI方式（HTML)

そして、EDIの普及を妨げていた問題として、トラ

ディショナルEDIの応用ソフトウェアでの複雑なデー

タ変換や、EDI担当者のユーザー教育等がある。特に

近年のインターネットの普及で、インターネットをイ

ンフラとした新しいEDI環境が整い、中小企業もEDIに

取り組みやすくなってきた。
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図４　XML/EDI方式

Ⅳ　業務EDIのモデル構築プロセス

新しくEDIの概念に加わった、「インターラクティブ

EDI」や「オープンEDI」の概念の背景には、ビジネスプ

ロセスや改善されたメッセージ設計について、国際的に

合意された正式な定義が要求されている。それは、取

引対象が特定の企業向けの取引ラインから、取引先業

界向けへの不特定エリアへ拡張されているからである。

この動向に対して、国際標準化団体であるEDIFACT

グループでは、1995年にビジネス･情報モデリング

（BIM:Business and Information Modeling）を提案し

ている。さらに、2004年にUN/CEFACT（United

Nation / Center for Trade Facilitation and  eBusiness）

により、UMMと呼ばれるUN/CEFACTモデリング方

法論が公開された。これは利用者である港湾企業側に

は、理解しにくいビジネスアクティビティであり、電

子商取引の正式なモデル作成プロセスでもある。従っ

て、これらはメッセージ設計だけでなく、インターラ

クティブEDI、オープンEDI、リエンジニアリングに関す

るユーザー側の意思決定などにも拡張して利用できる。

そこで、BIMのEDI設計アプローチについて考察して

みると、３つの開発段階からなる。（図５ BIMのEDIメ

ッセージ設計)

図５．BIMのEDIメッセージ設計
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港湾におけるXML/EDIを用いた物流システム改善

第１段階は、それぞれ業務機能をもとに業務フロー

（図６ 製造業の機能分析例）とその背景にある情報構

造（図7 E-Rモデル）を分析してゆく。

図６． 製造業の機能分析例

図7．商品注文のE-Rモデル

第２段階は、業務フローをそれぞれのメッセージレ

ベルまで詳細化する。（図８．商品注文のアクティビテ

ィ図）またメッセージの対象となる情報構造からEDI

メッセージデータを設計する。（表１ EDIメッセージデ

ータの表現例）

図８．商品注文のアクティビティ図

第３段階は、EDIメッセージデータそれぞれの目的

に応じた国際規格のメッセージ標準に適合させる。

また逆に、このような手順で多くのアクテビティモ

デルから、ビジネス要件に必要なEDIメッセージを共

通の雛形として、EDI標準がリファインメントされる。

（図９ EDI標準の構築）

表 １　EDIメッセージデータの表現例

図９　EDI標準の構築

さらに、最近の電子商取引で注目されているビジネス

プロセスから情報システムを設計していくUMMのアプ

ローチは、BIMと比較すると、今後Webサービスが提

供しているイベントドリブンの処理に対応でき、オブ

ジェクト指向アプローチでの特徴を幅広く応用できる。

図10 ビジネスプロセス＆ビジネス情報モデリング工程
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具体的なビジネスﾌプロセスの決定手順は次のとおり

である。（図１１　ビジネスプロセス＆ビジネス情報モ

デル実装）

図１１　ビジネスプロセス＆ビジネス情報モデル実装

（１）モデル化の対象とする業務分野（ビジネスエリア）

を決定する段階

BDV（Business Domain View）と呼ばれ、ビジネ

スオペレーションマップ図、概念ビジネスエンティテ

ィ・リレーションシップ図から決定される。

（２）ビジネスプロセス及び参加する当事者(企業）を

分析し、明確化する段階

BRV（Business Requierments View)と呼ばれ、ユ

ースケース図、ユースケース記述から分析する。

（３）ビジネスコラボレーションとビジネストランザク

ションの設計段階

BTV（Business Transaction View)と呼ばれ、コラ

ボレーションユースケース図、アクテビティ図、概念

クラス図から設計される。

（図１３ビジネスコラボレーションユースケース図）

及び（図１４「注文書要求」クラス図 ）

すなわち、XML/EDIの相互運用性が、歩んでいるロ

ードマップは、今までのEDIが支えてきた単一Webサ

イトの情報だけの提供でなく、Webサービスが狙いと

しているサービスプロセスの組み合わせで、複数のサ

ーバー間のコラボレイトをXML/EDIによって、不可能

であった複雑な要求に対しても、多様な価値から判断

できることにある。
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図１２　ビジネスコラボレーションユースケース図

図１３　「注文書要求」クラス図

図１４　ビジネス情報項目（BIE)からコア構成要素

（CC)の定義

ここで、XML/EDIの相互運用性が引き起こす問題が

ある。１つは共通のタグ名でもビジネス上の意味（コ

ンテキスト）が異なることである。例えばデリバリデイ

トは出荷日と物流業界では常識用語であるが、産婦人

科の病院関係者は出産日を意味する。またビジネスの
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港湾におけるXML/EDIを用いた物流システム改善

内容でデータ交換に必要な項目がそれぞれ異なる。例

えば、注文者、請求先、支払い元が同一の場合とそれ

ぞれ違う場合がある。また日本の商習慣である与信取

引なども問題として影響してくる。

そこで、共通のビジネス情報項目の中から電子商取

引であいまい性をなくして再利用できるコア構成要素

の定義が行われている。（図１４　ビジネス情報項目

（BIE)からコア構成要素（CC)の定義）

Ⅴ　港湾業界への普及と課題

中小事業者についてＥＤＩ導入の阻害要因を明らか

にする目的で、（社）港湾物流情報システム協会が、２

００１年に、海貨業者、船社、船舶、代理店、および

ターミナルオペレータを対象に、定期船（コンテナ・

在来）貨物について輸出入業務を想定した調査をして

いる。

その結果、全体として、ほとんどの事業部門が何ら

かの形で港湾業務を電子化しているが、業務パッケー

ジを使用しているのは1 割程度に留まり、7 割以上が

自社独自のシステムを使用している。

EDIの利用されている選択には、EDIの仕組みに準じ

て規模別に①インターネットEDI②ベーシックEDI③コ

ラボレーションEDIに分類される。

（図１６　インターネットEDI方式の分類）

（１）インターネットEDIは、インターネットのHTML

を利用してEDI情報を交換するためコスト的には最も

安価である。従って小規模の事業所向けである。しか

し今後、Webサービスを利用するようなXML/EDIへの

移行の費用が生じてくる。

（２）ベーシックEDIは、XMLを利用したEDIとして最

も広く普及しているアプローチである。XMLを利用し

ているため、Webアプリケーションとの連動が見込め

る。

（３）コラボレーションXML/EDIは、最も効率の良い

電子商取引を実現できる構成である。しかし導入には、

取引に利用できる環境作りが前提となる。現在、取引

業界ごとに違いのある用語の統一から、そのリポジト

リ部分の運用管理方法など、トライアルに実行しなが

ら改良を進めて実用化してきている。次に、それでも

自前でシステムを構築するには、まだまだ高価なシス

テムである。

またEDI方式の選択は、処理対象のトランザクショ

ンの量で、選択することが推奨されている。

従来のトラディショナルEDIが適用されるのは、トラ

ンザクションの量が多い場合である。理由は、高速専

用線の利点である大容量向けで、自動処理ツールが整

備されているためである。

逆にトランザクションの量が少ない場合は、インタ

ーネットを用いた、XML利用のEDIが良い。理由は、

XMLにマッピングして運用するシンプルEDIであり、

UN/EDIFACTの業界毎のサブセットを対象としてい

るからである。とくにEDIFACT/XMLの変換ツールが

安価に実用化されて、既に現在では普及段階と言われ

ている。

ところが、EDIの標準化への段階は、まだ港湾業界

における現行帳票の内容を電子書類でどのように取り

扱うかという段階である。

これからは、電子タグなどの出現で、さまざまな港

湾業務のビジネスプロセスの再検討を迫られている。

すなわち、港湾業務の流通分野の電子化はEDIを中心

に進展してきたが、ターミナルや上屋のコンテナや貨

物の正確な動向情報は、電子タグを中心に改革される

と考えられる。そこで今後の展開は、港湾業務全体の

電子メッセージのフラットな流れの枠組みを研究し標

準化することが必要になる。

港湾企業側からすれば、できるだけ経費のかからな

い導入と改善を求めている。しかし今回のコラボレー

ションXML/EDIは、一般的な開発費用だけでも５００

万円～１０００万円かかる。（図１７ ASP適用の分類）

さらに要員の研修などの間接費用も派生し、厳しい合

理化をしてきた港湾の中小企業にはなかなか導入しに

くいのが実情である。

図１５　　海貨業務の電子化状況
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図１６　インターネットEDI方式の分類

図１７　ASP適用の分類

いままでのインターネットＥＤＩを利用したサプラ

イチェーンが、徐々にＨＴＭＬベースのデータから単

にＸＭＬデータに置き換わるだけでなく、さまざまな

ソフトウェア技術の新動向をも包含して、新しい価値

を作り出している。

ソフトウェア工学の最近のテーマは、アレキサンダ

ーの建築設計思想である。特徴として開発者と共に利

用者が中心になって基本設計の段階から参加して仕様

を固めていくアプローチである。従って仕上がりイメー

ジは、開発者の既成の概念を大きく超えた建築となる。

すなわち従来の製造する側の都合で、消費者に条件

制約を織り込んでゆくアプローチではない。港湾業界

を取り巻く、ＥＤＩ動向もこの傾向の流れに位置づけ

られる。ＥＤＩがＸＭＬを利用することで、サプライ

チェーンがバリューチェーンに変わろうとしている。

言い換えるとサプライチェーンが消費者の利便性よ
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りも、製造する側の利便性を主体とした発想であった。

ここで、ＸＭＬ/ＥＤＩの特徴を利用した新しい動向と

して利用者とリンクした港湾情報システムが稼動して

きた。この港湾情報システム上で、金融情報などとの

付加価値の連鎖で利用者主体の新しいバリューチェー

ンが模索されている。

この新しい動向は荷主よりも港湾情報を活用する海

貨業（海上貨物の積荷手続き業）や船舶代理店（船舶

の入出港の手続き代理業）にとって大きな情報システ

ムの改革をもたらすと推測できる。

今後の課題として、ＥＤＩ部分のみ日進月歩の勢い

で変化してきたが、港湾業界で扱っている船積みドキ

ュメントデータやその業務フローは従来どおりである。

またユーザ側から見るとＸＭＬ/EDIシステムを構築す

るか、或いは今までのやり方を変えた上でのEDI利用

が求められる。しかし、中小事業者へのEDI普及を図

るためには、新規にEDIシステムを構築を必要とせず、

さらに今までの自社の港湾情報システムをあまり変え

ない、利用者主体のアプローチが必要である。

Ⅵ　おわりに

今回の報告は、平成１４年度の電子商取引推進協議会

のXML/EDI標準化専門委員会、及びインターネット

EDI（XML/EDI）導入手引書WGにメンバーとして参

加したときの活動資料を基に,その動向や推移を考察し

た。この港湾業務ビジネスプロセスの再検討の分野は、

新しい物流の兆候を学ぶ学生にとって、これからの活

躍が期待できる分野であると思われる。

また、発表のためにご協力をいただいた港湾物流シス

テム協会と電子商取引推進協議会の関係各位に深謝い

たします。
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